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１．はじめに 

わが国は、地形、地質、気象等の自然条件から災

害を受けやすい環境にあり、古くから防災対策の重

要性が認識され、様々な防災事業が進められてきた。

防災事業が税金でまかなわれる以上、その防災事業

の効果を正確に把握し、それを住民に説明すること

が重要である。しかし、防災対策が進展し、災害の

発生頻度が低下してくると、実際に発生する大規模

な災害における間接被害を正確に推定することは困

難となる。 

本研究は、直接被害額と間接被害の双方を含めた

被害額をとらえるために、水害危険度が地価・土地

利用に及ぼす影響を分析する方法を提案する。さら

に、奈良県の大和川流域への適用を行う。 

 

２．治水事業の評価手法 

（１）これまでの治水事業の評価方法 

 これまでの治水事業の評価方法の多くは、水害被

害のシナリオをもとに被害額を算定し、確率をかけ

た期待被害額をベースにしている。Graham1)、Johan

sson2)や森杉・高木・小池3)は確率的な事象に関して、

より論理的な考察を行い、不確実性下の便益をOpti

on Priceとして計測する方法を提案している。とこ

ろが、この方法では、信憑性のある被害シナリオを

設定することは難しい上、その内容を住民に納得さ

せることがきわめて難しいという問題がある。 

（２）本研究のアプローチ 

本研究では、水害危険度が非災害時、つまり平常

時に及ぼす影響に着目する。甚大な間接被害が想定

されるような経済活動は、そもそも水害被害の起こ

る可能性の高い地点には立地しないはずである。そ

れに対応して本来付けられるべき地価も実現せず、

より低い値で土地が取引されることになる。 

そこで、地価や土地利用を分析することにより、

間接被害の大きさを間接的に把握できる。このよう

な方向性の研究として、森杉・大野・宮城４）や上田

５）は災害リスクを考慮した立地選択行動を表現する

土地利用モデルを構築している。また、宮田・安邊6）

や高木・大野・森杉7）はヘドニックアプローチを治

水評価に適用している。実際にヘドニックアプロー

チを適用する際には、他の条件がほぼ同じで治水安

全度のみが異なるような地点の地価を比較する必要

がある。しかし、地価の調査地点はそれほど多くな

く、このような条件のデータを用意することは極め

て困難である。本研究では、土地利用のデータが多

地点で利用できることに着目し、土地利用と地価の

双方を同時に説明するモデルを用いることとする。 

 

３．地価と土地利用の分析方法 

（１）分析対象地域とその特徴 

 奈良県の大和川流域では、内水氾濫などの水害が

頻発している。特に昭和57年、平成7年、11年は集中

的な降雨が多く、大きな水害が発生した。昭和57年

の水害では特に大きな被害を受け、流域全体の水害

区域面積は3,127.8ha、被災家屋数は21,696棟であっ

た。また奈良盆地で最も標高の低い地域である王寺

町周辺では1m以上の浸水被害を受けた場所もある。 

本研究では、奈良県大和川流域のなかでも水害の発

生頻度が高い地域である奈良県大和郡山市から王寺

町一帯を分析対象地域とする。 

（２）地価・土地利用同時推定モデル 

 本研究では、地価と土地利用を同時に利用するこ
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とにより、実測用途を再現すると同時に、地価が観

測されているメッシュでは最大付け値と地価が等し

くなるようにパラメータの推定を行う「地価土地利

用同時推定モデル」を用いる 8)。まず、式（1）のよ

うな対数線形の付け値関数を定義する。 
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inU ：メッシュnにおける用途 iの付け値関数 
1
inX ：利便性項（主要道路までの距離） 

2
inX ：周辺環境項（1996 年での半径 100ｍ内の 

住宅，商業，工場メッシュ数） 
3
inX ：水害危険度項（水害経験回数，想定浸水深） 

4
inX ：土地利用規制項（市街化区域ダミー） 

ib ：パラメーターベクトル 

ie ：誤差項 

 

誤差項 ie が相互に独立なガンベル分布に従うと

仮定すると、メッシュｎが用途 iとして使われる確

率は以下のロジットモデルで計算できる。 
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ここでの付け値は立地主体がその土地を使った

時に得られる収入や生活上の効用を勘案し、土地に

付ける支払い意思額であるが、実際に観測される地

価は、その地域の評判や最近の地価の動向などを反

映していると考えられる。ここでは、対象地域を大

和郡山市内とそれ以外を大和川左岸（南側）、大和

川右岸（北側）に分け合計３つの地域に区分し、こ

のうち２つの地域について、相対的な地価水準の差

異を表現するダミー変数を導入する。 
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nOPR ：地点 nの地価の観測値 

nPRE


：地点nの付け値関数の予測値 

（最大付け値） 
aq ：地域ダミー変数のパラメータ 

a
nd   =1 ：メッシュ nが地域 aにある 

=0 ：メッシュnが地域 aにない 

f：正規分布誤差項 

式(3)の地価関数を代入すると、対数尤度関数は

式（4）のように定式化できる。これを最大化するこ

とで、実績土地利用を再現すると同時に、地価が観

測されているメッシュでは最大付け値と観測地価が

等しくなるように、パラメーター ib 、 aq を推定する

ことができる。 
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  [ ]xF ：標準正規確率分布関数 

     nd    =1：地価が観測されているメッシュ 

      =0：地価が観測されていないメッシュ 

k ：正規分布項の影響力を補正する係数（全

サンプル数／地価観測サンプル数） 

 

４.モデルパラメータに基づく水害危険度の

影響分析 

（１）モデルパラメータ推定値に基づく考察 

 最尤法による地価・土地利用同時推定モデルの推

定結果を表１に、実測用途と再現用途のクロス集計

と的中率を表２に示す。土地利用の実測用途を図１

に、モデルによる土地利用の再現用途を図２に示す。 

尤度比は 0.76 でモデルの説明力は良好である。

しかし、全体の的中率は 53.2%とあまり高くない。

用途ごとの的中率は山林・農地が最も高い。 

表１に示したパラメータ推定値について考察す

る。ほとんどのパラメータは統計的に有意である。 

「水害経験回数」のパラメータはすべての用途に

対して負であり、水害経験回数が多いほど付け値が

低くなる。特に、商業と工業ではパラメータの推定

値が大きく浸水による営業の停止や、生産活動が停

止に起因する間接被害額が大きいことを表現してい

る。住宅に対する推定値が空地・造成中地や山林・

農地に対する値よりも小さな値になっていることは

直感に反する。これは、農家を含めかなりの数の住

宅が古くから水害実績のある地域に存在していたこ

とに起因しており、最近立地した住宅のみを対象に

モデルを作成すれば結果は異なる可能性がある。ま

た、農地と山林は水害の影響が大きく異なると考え

られるため、用途を細分類することも必要であろう。 



表１ 地価・土地利用同時推定モデルの推定結果 

用途 説明変数 推定値 ｔ値
水害経験回数 -0.780 -6.841 **
主要道路までの距離 -0.001 -4.262 **
100m内の工業数 0.012 21.881 **
100m内の商業数 0.012 5.289 **
100m内の住宅数 -0.001 -0.508
市街化区域 0.731 6.867 **
定数項 8.843 82.102 **
水害経験回数 -0.858 -7.900 **
主要道路までの距離 -0.003 -10.210 **
100m内の工業数 -0.011 -8.077 **
100m内の商業数 0.042 26.385 **
100m内の住宅数 0.001 1.130
市街化区域 -0.081 -0.819
定数項 9.571 117.711 **
水害経験回数 -0.459 -13.300 **
主要道路までの距離 -0.002 -10.668 **
100m内の工業数 -0.016 -13.053 **
100m内の商業数 0.003 1.967 *
100m内の住宅数 0.013 29.492 **
市街化区域 0.044 0.865
定数項 10.567 221.618 **
水害経験回数 -0.556 -13.512 **
主要道路までの距離 -0.001 -4.862 **
100m内の工業数 -0.018 -26.353 **
100m内の商業数 0.000 0.465
100m内の住宅数 -0.008 -20.309 **
市街化区域 -0.108 -2.690 **
定数項 12.628 305.530 **
水害経験回数 -0.710 -9.147 **
主要道路までの距離 -0.002 -6.558 **
100m内の工業数 -0.011 -11.549 **
100m内の商業数 0.009 5.171 **
100m内の住宅数 -0.004 -5.766 **
市街化区域 1.243 17.278 **
定数項 10.176 136.723 **
分散 0.898 85.170 **
大和川右岸（北側） 0.314 4.743 **
大和川左岸（南側） -0.443 -12.752 **

初期尤度
最終尤度
尤度比
サンプル数

工業

地価関数

*：5%有意，　**：1%有意

-135604
-31889

0.76
16386

空地・造成中地

山林・農地

住宅

商業

 

表２ 用途ごとの再現数と的中率 

実測用途
工業 商業 住宅 山林・農地 空地・造成中地 実測Total 的中率

再 工業 296 65 126 336 100 923 32.1
現 商業 74 63 132 219 47 535 11.8
用 住宅 225 215 899 1775 278 3392 26.5
途 山林・農地 591 453 2235 7465 812 11556 64.6

空地・造成中地 0 0 0 0 0 0 0.0
再現Total 1186 796 3392 9795 1237 16406
的中率 25.0 27.0 26.5 76.2 0.0 53.2  

 

本モデルでは付け値関数が対数線形型であり、水

害により本来期待される土地機能が発揮できないた

め、評価額がこれらパラメータに対応して割り引か

れることを示している。すなわち水害の危険度によ

り、 )858.0exp(42.0 -= 倍(商業)から )459.0exp(63.0 -=

倍(住宅)に評価額が下がることになる。 

なお、「想定浸水深」を用いた推定では、有意な

結果は得られなかった。 

（２）被害額の算定 

水害実績が存在するメッシュについて、水害の危

険性をなくすことができた場合、地価が上昇するこ

とになる。本分析ではサンプリングを行ったため、

一つのメッシュはその周辺の 25 個のメッシュより

なる 10m×250m＝2500 ㎡の領域を代表している。そ

こで、パラメータの値を拡大して加算することによ

り、現在の土地利用においての居住・経済活動が被

る水害の被害額を算定することができる。 

その結果は表３に示すように１兆7,000億円であ

り、山林・農地の被害額が 9,800 億円と過半数を占

め、ついで住宅、商業の被害額が多くなっている。 

 

図１ 実測用途 

 

図２ 再現用途 

表３ 水害経験に起因する合計資産価値の損失 

用途 工業 商業 住宅 山林・農地 空地・造成中地 合計

損失額（円） 720 2,428 3,600 9,864 279 16,889  

（単位：億円） 

（３）シミュレーションによる影響分析 

 推定した地価・土地利用モデルを用いて、水害危

険度が治水事業などにより完全になくなった場合の

土地利用変化のシミュレーションを行う。具体的に

は、「水害経験回数」の変数をすべてのメッシュで 

ゼロとした上で土地利用の変化を推定し、対象地域 



表４ 用途変更のあったメッシュの用途数 

工業 商業 住宅 山林・農地 空地・造成中地 合計

水害経験回数あり 0 0 33 8 0 41
水害経験回数なし 4 5 0 30 0 41

表５ 水害危険度無による資産価値の変化

351,447 369,323 17,876

水害経験回数ありの
合計資産価値

水害経験回数なしの
合計資産価値

差額

 

（単位：億円） 

の総資産価値を比較する。この値は、「水害危険度

のために実現できていない土地利用が可能になる」

という効果も含んでいる。まず、用途の変更のあっ

たメッシュの数を表４に示す。水害危険度の変化が

用途の変化に結びつくメッシュはそれほど多くない。 

また，水害危険度をなくした事による総資産価値

の変化量の算出結果は、表５に示すように約１兆

8,000 億円であった。これは先の表３に示した値よ

りも 987 億円、率にして 5.8％大きな値である。こ

のように用途変更の数自体は 0.3％と大きくないが、

水害により土地利用が制約されている影響はかなり

大きいことがわかる。 

 

５．まとめと今後の課題  

 本研究は水害危険度が非災害時、つまり平常時の

地価と土地利用に及ぼす影響を通して、従来はその

把握が困難であった間接被害を含めた影響を分析す

る手法の提案を行った。 

 地価・土地利用同時推定モデルを奈良県大和川流

域の水害頻発地域に適用した結果、モデルの適合度

を表す尤度比は 0.76 と高いものとなった。しかし、

全体の用途の的中率は 53%にとどまった。 

地価・土地利用同時推定モデルによるパラメータ

の推定結果から、水害経験回数は住宅、商業、工業、

空地・造成中地、山林・農地のすべての用途で付け

値を下げることがわかった。特に、商業と工業への

影響が大きい。また、水害の危険度があることによ

り、現実の土地利用の下で約１兆 6,900 億円の資産

価値の損失があると推定できた。なお本モデルは、

土地利用と観測地価を同時に適合させるようにパラ

メータ推定を行っているが、地価観測サンプルが少

ないために地価の再現精度が若干低く、実績値より

も過大に再現されている。そのため損失額の計算値

は若干過大になっていると思われる。今後は、観測

地価に対する重みを増すなどの調整を行い、モデル

の精度を改善することが必要である。 

 本研究では、想定浸水深を用いたモデルは有意な

結果は得られなかった。これは現在公表されている

想定浸水深は、主として外水氾濫を想定したもので

あり実際の水害実績とは一致していない事が原因と

して考えられる。また、床上浸水するか否かによっ

て、家財等への被害は大きく異なる事を考えると、

地盤高として近年整備が進みつつあるレーザースキ

ャンによる詳細な標高データ（10cm 単位）の利用を

考える必要がある。 
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